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研究ノート
コメの国際価格と国内価格
ープレッシャー・グループ・モデルーー
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1. はじめに
批界経済の将来を左右するウルグアイ・ラウンドが，いまだに膠着状態にある。この新
ラウンドは1986年に開始されて1990年末に結着する予定であったが，特に農業問題をめぐ
ってアメリカと ECの農産物輸出国が対立しているところへ， 我国が食糧安保論 (Food
Security Argument) を持ち出して，調整が一向に進まないことに大きな原因がある。
アメリカは ECとの対立を解消してこの新ラウンドが成功するように， 我国の協力を求
めているのであるが，我国政府はコメ問題が表舞台に登場することをできるだけ避けよう
としている。
しかし，このウルグアイ・ラウンドが失敗した場合には，世界経済の保護主義化とブロ
ック化を阻止することは一層困難になり，その場合最も被害を受けるのは我国である。コ
メの内外価格差がこれほど拡大している以上，コメの部分自由化をまず行い，生産性の向
上をはかりながら関税化に移行することは， もはや避けることができない。我国はコメの
部分自由化を進んで行うと共に， 1991年12月のドンケル提案にそって関税化に移行するこ
とによって，ウルグアイ・ラウンドを成功させるべきである。
周知のように，我国のコメの価格はコメの需給条件とは無関係に，米作農家の所得を保
障するような形で引上げられてきた。現在％の減反が行われているが，％減反後のコメの
供給曲線と需要曲線の交点で決まる価格も，国際価格よりはるかに高いのである。その結
果，コメ偏重の農業構造を作り上げると共に， 消費者に多くの犠牲を強いてきたのであ
る。コメ農家のプレッシャーがそのままこれまでの政府の政策となっていたといっても過
言ではない。しかし時代は変わってきた。国内のプレッシャー・グループの力関係が変わ
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りつつある。また，これまで犠牲を強いられてきた消費者のプレッシャーと共に，外国から
のプレッシャーにも配慮した政策決定を行わなければならなくなっている。コメのような
貿易財を，政治的にいつまでも非貿易財にしておくことはできなくなっているのである。
小論の課題は，貿易財となるべきコメの国際価格と国内価格が， もし保護（関税）水準
が利害の対立する 2つのプレッシャー・グループによって内生的に決定されるような場合
に，どのような関係にあるかを簡単なモデルを用いて明らかにすることである。われわれ
は，保護水準が利害の対立する2つのプレッシャー・グループによって内生的に決定され
る場合には，貿易財の世界価格と国内価格は同じ方向に変わらなければならないことを示
すであろう。つまり，コメの国内価格を世界価格からかけ離れた形で維持することはでき
ないことを明らかにするであろう。
2. プレッシャー・グループ・モデル
保護（関税）率を内生的に決定しうよとするモデルには，すでに特殊的要素モデルを用
いた R.Findlay and S. Wellisz (1982)を始め， いくつかのモデルがある。 Findlay
and Welliszモデルは2財3要素を仮定する Jonesタイプの特殊的要素モデルである
が，ここでは N.Vousden (1990)の1財モデルにそって，その財（コメ）の生産に対し
て保護を求める生産者と，保護の引下げを求める消費者（ないしは外国の生産者）を想定
したモデルを考える。
いま自国のある輸入可能財（コメ）を考え， その財1単位当たりの関税を Tとする。
それは保護（関税）の引下げを求める消費者（ないし外国のコメ生産者）のロビー活動C
と，保護を高めようとする生産者のロビー活動 Fの関数とする。つまり
T=T(C, F )・(1) 
である。ここで Cが大きれば Tは引下げられ， Fが大きれば引上げられるので， 8T/
aC==Tc<O, 8T/8F=巧>oである。また，両グループのロビー活動の限界生産性は逓
減すると考えられるので， がT/80=Tcc>O,a2T/aF2=TFF<oである。しかしそのク
ロス効果は必らずしも明確でないので，ここでは簡単化のために Tcp=Tpc=Oとし，ク
ロス効果はないものとする。
次に， 2つのグループの効用関数と目的関数を考える。まず消費者は Fが与えられた
とき，財の消費から得られる消費者余剰から，そのロビー活動のためのコストを引いたネ
ット余剰を最大にするように Cを選ぶものとする。同様に生産者は Cが与えられたと
き，財の生産から得られる生産者余剰から，そのロビー活動のためのコストを引いたネッ
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卜余剰を最大にするように Fを選ぶものとする。部分均衡分析を考えれば，消費者の効
用 UCはその財の自国価格 Pの関数と考えられるので
び：＝岱(P)=岱[P*+T(C,F)J (2) 
である。ただし， P*は輸入可能財（コメ）の世界価格， Tは前述のように財1単位当た
りの関税， したがって P=P*+Tである。 ここで ucp==BU勺ap<o,uc pp==a2か1ap2
<oと考えてよいであろう。
消費者の行うロビー活動のコスト関数をA(C)とし，プラスの限界費用と限界費用逓増
を仮定して， A'>O,A">Oとする。
他方，生産者の行うロヒ:-活動のコスト関数を B(F)とし， B'>o,BR>oとする。し
たがって，消費者の目的関数は
uc[p*+T(C, F)]-A(C) (4) 
で，それを Fのもとで最大化する Cを求めることになる。また生産者のそれは
伊 [P*+T(C,F)]-B(F) (5) 
で，それを Cのもとで最大化する Fを求めることになる。したがって， (4)15)を同時に
最大化する最適な CとFが決まれば， (1)からそれに対応する Tが決まることになる。
ここでの目的は，輸入可能財の世界価格と国内価格がこのようなフ゜レッシャー・グルー
プ・モデルでどのJうな関係にあるかを明らかにすることであるので， dP/dP*を求める
ことである。 しかしそのプロセスで dU•/dP*, dUF/dP*, dT/dP*なども求めることに
する。
3. 変形
(4)(5)をそれぞれ CとFで微分して一階の条件を求めれば，次を得る。
ucpTc-A'=M(C, F; P*)=O (6) 
UFPTF-B'=N(C, F; P*)=O (7) 
(6)(7)は反応関数にある。反応関数の傾きは
叫 aM;ac
訳 M=-8M/aF>0 
竺 1 一壁些dC N = aN;aF>0 
である。ただし
(8) 
(9) 
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aM;ac=岱pp(Tc)2+UcpTcc-A"<O
aM;aF=UcppTc乃>o
aN, 伶C=UFppT汀c>O
(10) 
8N/8F= ijF pp(Tが+uFPTFF-B"<o 
である。 UO)から(8)(9)の反応関数の傾きは共にプラスである。しかし反応関数の交点が安定
的であるためには， 図1のような場合， (8)の傾きが(9)のそれよりも大きくなればならな
い。図 1で図曲線 C(F,P*), F(C, P*)は， (6)(7)を陽表的に表わした反応曲線である。そ
の反応曲線の交点 E。に対応する C。,F。が，初期の世界価格 P*に対応する両グループ
のロビー活動の水準である。したがって，それに対応する関税水準 T,両グループの余剰
炉 (P),伊 (P),およびネット利益 uc(p)-A(C),UF(p)-B(F) などが決っている。
次に，この財（コメ）の世界価格 P*の変化が，両グループのロビー活動，関税水準，
国内価格，両グループのネット利益などに与える影響を考える。特に dp/dP*の符号を明
らかにすることによって，コメの世界価格と国内価格の関係を考えてみたい。
F 
Fi 
F。
C(F,p**) 
C(F,p*) 
F(C,p**) 
F(C,p*) 
?
C1 C。
?
図1
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4. 分析
最初に， P*の変化が2つのグループのロビー活動に与える効果を考える。いま P*が
低下して P**になったとする。 P*の下落は所与の Cのもとで生産者の関税を引上げさ
せるインセンテイプを高めるので， Fを引上げる。したがって， 図1でF(C,P*)は上
方にシフトして F(C,P**)となる。他方P*の下落は国内価格を引下げようとする消費
者のインセンティブを低下さすので， Cを引下げる。したがって， C(F,P*)は左側をシ
ットして C(F,P**)となる。新しい均衡点は E1になり，消費者のプレッシャーは低下
するのが生産者のプレッシャーは高まる。原点0から E。と E,に直線 OE。OE,を引け
ば，輸入財の世界価格の低下は消費者のロビー活動を相対的にも絶対的にも低め，生産者
のそれを相対的にも絶対的にも高めるのである。これは(6X7lからも得られる。つまり
dC 1 祁つ[UCppTcB"-UcppUFpTcTFF]>o un 
dF 1 祁ゴ[UFppT迅11-UFppUCpT汀ccJ<o U2l 
となるからである。ただし.d=1aM;acaM;aFIで，その値はumからプラスである。 Ul,
aN;ac aN;aF 
02)はP*の下落が Cを引下げ， Fを引上げるという前述の結論と一致する。 P*の上昇
は CとFにそれと逆の影響を与えることはいうまでもない。
P*の変化は保護水準にどのような影響を与えるであろうか。 (l)(l)(l2)より
dT dC dF 西 =Tc花叶Tp祁
＝がTc如 pp(B11-UFpTFF)+巧 UFpp(A"-UcpTccJ<o U3l 
を得る。 03)から輸入財の世界価格の下落は保護水準を引上げ，逆に世界価格の上昇はそれ
を引下げる効果を持つことが知られる。これはこのようなプレッシャー・グループ・モデ
ルによって保護水準を内生化した場合の注目すべき点である。このようにプレッシャー・
グループの最適化行動によって保護水準を決定する場合には，世界価格は自国の保護水準
に影響を与えるのである。
次に，この財の世界価格と国内価格はどのような関係にあるであろうか。 (13)を用いれば
dp d(P"+T) 
召戸 dP* 
=j-[UCpUF江ccTFFー 岱江ccB"-UFPTFFA"+A"B"]>o U4l 
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を得る。これから，輸入財の国内価格はその世界価格と同じ方向に変化することが知られ
る。つまりコメの国内価格は，このようなプレッシャー・グループによって保護水準が決
定されるモデルでは，その国際価格と同じ方向に変化するのである。これはこのモデルの
今1つの特徴であり，その財の世界価格が低下するとき，その財の国内価格を長期的に引
上げることはできないことになる。
より一般的に言えば，ある産業が世界的に衰退産業でその価格が低下すれば，その国内
価格も低下し，その国でも衰退産業となるのである。勿論，短期的に特定のプレジシャー
・グル＿プの圧力のために，世界価格と逆の方向に国内価格が動くことはあり得るであろ
ぅ。しかしここで想定したようなプレッシャ＿・グループのプロージプルな仮定のもとで
は，長期的にそのような政策を維持することができないことを，閥は述べているのである。
最後に，両グループのネット利益はがの変化によってどのような影響を受けるであろ
うか。
d[Uc(p)-A(C)] 
dp* 巧睾—A奉<o
d[UF(p)-B(F)] dp dF 
. ~=UFp祁-B'ctpやO
US) 
US) 
これから，この財の世界価格の下落は消費者のネット利益を引上げ，生産者のそれを引
下げることが知られる。
5. 結び
以上の分析は，簡単な部分均衡分析で P*の変化の効果を明らかにしたものである。し
かしそれは UCがこ0,U佑>o,Tcc>O, T FF<o, A">o, B">oという，プレッシャー・
グループの行動について非常に一般的でプロージブルな仮定のもとで得られたものであ
る。
この中，特に注目すべき点は， dT/dP*<Oとdp/dP*>Oである。いま輸入可能財をコ
メとし，コメの世界価格が低下したとしよう。この場合コメの保護水準は上昇するが，そ
の国内価格は低下するのである。つまりコメに対する保護水準は上昇するが，コメの国内
価格は世界価格と同様に低下することになるのである。これはコメの国内価格の長期的な
方向について1つの示唆を与えるものである。
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